



































































































と変化させてきている。例えば、シンガポールの首相であるリー・シェンロン (Lee Hsien Loong) が典型だ。
かれは、1974 年ケンブリッジ大学卒業、1979 年ハーバード大学行政大学院で修士号取得している。
＊5：非職務給と職務給は、大平 (2017) や内閣府 (2013) 等によると、日本的経営の議論につながり、個と全体ど
ちらを優先する社会かの議論に連動する。
＊6：制度とは一定の決定を促す仕組みである。雇用制度は特定文化下で、財サービスの効果的交換（決定）を促
す。大平 (1998, 2006) は、日米で全体と個の一方を優先する決定が継続的に形成され続ける状態があること
を示した。




















































































＊9：内閣府 (2013) は、現在慶応大学教授の鶴光太郎を規制改革会議雇用 WG 座長に据え、わが国だけが限定的
職務構造がなくレイオフできず、大型製造業の競争力が減少するので、速やかな制度変更が必要と主張した。
政府は、雇用の限定構造導入に向け働き方改革を掲げ、2018 年法制化した。
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